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アライドアーキテクツ株式会社との業務提携に向けた協議開始及び 

同社の資本参加に関するお知らせ 

 

当社は、平成 29年 11月 9日付の会社法第 370条（取締役会の決議に替わる書面決議）による決議によ

って、アライドアーキテクツ株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：中村 壮秀、以下 アライド

アーキテクツ）と業務提携に向けて協議を開始することを決議いたしました。加えて、アライドアーキテ

クツは当社との今後の協業関係を強化する目的で、既存株主から当社普通株式を取得することとなりまし

たので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1．業務提携に向けた検討開始の理由及び内容 

当社は、消費者を起点とした販売促進ソリューションの企画・開発を強みとしており、店頭からオンラ

インまでをつなぐプロモ－ショナル・マーケティングの企画立案・実施をはじめ、これまで 2,000社以上に

わたる顧客企業の営業促進に向けた幅広い販促ソリューションサービスを提供してまいりました。また、

最近導入が進んでいる SNSの活用やネット広告と連動した販促キャンペーンでも多くの取扱い事例が増加

してきております。これら、消費者起点で立案・実施する効果の高いソリューションは、各業界のトップ

ブランドを含む 25業種以上の企業に導入いただいております。 

一方、アライドアーキテクツは、Facebook や Twitter などの SNS を活用した顧客企業のマーケティング

を支援することを主力事業としているほか、アドテクノロジーを活用してターゲット層を絞り込んだ広告

配信を行うなど、顧客企業にとって最適な SNSマーケティング手法を提供しております。加えて、アライ

ドアーキテクツは米 Facebook社のマーケティング認定パートナーとしての技術力やマーケティング力を強

みとしているうえ、累計 4,000社以上のプロモーション実績と約 500万人の SNSユーザーネットワークを

擁しており、ここから得られる行動データを分析しターゲット層を絞り込んだマーケティング手法を顧客

企業に提供することが可能な、国内最大級の SNSマーケティング専業会社です。 

当社では、販促分野における新たなニーズに的確にお応えしていくため、これまで得意としてきた店頭

でのソリューションに、様々な SNSプラットフォームを組み合わせ、オフラインとオンラインの両軸から

ターゲット分析やアプローチを行う O2Oソリューションの最適化を注力分野の一つと位置付けており、当

社が従来から手掛けている消費者起点で立案・実施する効果の高いソリューションに、アライドアーキテ

クツの SNS関連サービスを組み合わせ、リアルとオンラインをつなげた新たな販売促進の支援サービスを

確立していきます。 

 

2．提携先の概要 

（1） 名称 アライドアーキテクツ株式会社 

（2） 所在地 東京都渋谷区恵比寿一丁目 19-15  ウノサワ東急ビル 4階 

（3） 代表者 代表取締役社長  中村 壮秀 

（4） 事業内容 SNSマーケティング支援事業 

（5） 資本金 612,034千円 

（6） 設立年月日 平成 17年 8月 30日 



（7） 大株主及び持

株比率 

中村 壮秀 37.92% 

 資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 4.55% 

 株式会社アイスタイルキャピタル 4.04% 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3.62% 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3.34% 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 9） 2.74% 

 西田 貴一 2.42% 

 日本証券金融株式会社 1.47% 

 安藤 公彦 1.30% 

 STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505012 
1.27% 

 （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

（8） 上場会社と当

該会社との関

係 

資本関係 該当事項はありません。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 当社の取引先であります。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（9） 当該会社の最近 3年間の連結経営成績及び連結財政状況 

決算期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 平成 28年 12月期 

連結純資産 1,509,263千円 1,098,940千円 1,348,320千円 

連結総資産 1,897,369千円 1,534,251千円 3,315,123千円 

一株当たり連結純

資産 
351.28円 253.94円 306.41円 

連結売上高 2,163,683千円 2,583,729千円 6,004,576千円 

連結営業利益又は

連結営業損失（△） 
220,238千円 △345,946千円 294,959千円 

連結経常利益又は

連結経常損失（△） 
219,802千円 △365,104千円 273,978千円 

親会社に帰属する

当期純利益又は親

会社に帰属する当

期純損失（△） 

119,867千円 △418,779千円 236,339千円 

一株当たり連結当

期純利益又は一株

当たり連結当期純

損失（△） 

27.96円 △97.32円 54.36円 

一株当たり配当金 ― ― ― 

 

3．資本参加の内容（相手方に新たに取得される株式の数及び発行済株式総数に対する割合） 

（1） 取得株式数 100,000株 

（2） 発行済株式総数に対する割合 1.60% 

 

4．業務提携契約に関する日程 

具体的な日程等につきましては、今後協議してまいります。 

 

5．今後の見通し 

本件に伴う当社連結業績への影響は軽微であると見込んでおります。ただし、中長期的には両社の企業

価値向上に資すると考えており、今後、両社の業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合には、

適時お知らせするとともに、業務提携内容が具体的に固まり次第、速やかに開示します。 

以 上 


